
 

 

 
 

DC 制度、投資教育に一定の効果 
 

サラリーマン1万人アンケート： 
所得レベルによる普及格差是正が課題 

 

ポイント 
1. サラリーマン1万人アンケート(会社員、会社役員、公務員など10,976名)を元

に、自ら｢確定拠出年金制度(以下DC制度)に加入｣と回答した者1,634名(全体

の14.9%)と非加入者8,321名(わからないとの回答者を含む)を比較し、DC制

度が、｢退職後の生活へのイメージ｣、「公的年金制度への理解度」、「退職後

の生活への資金準備」、「投資に対する考え方」などに与える影響を分析。 

 

2. DC制度加入者の方が退職後の生活に対する見方をしっかり持ち、準備を進めて

いる。例えば、「公的年金の給付額を知っている」のは「だいたい知っている」も加

えてDC加入者は60.4%に達し、非加入者の50.6%を大きく上回った。また退職前

後の生活費の変化では「わからない」と回答した比率が、DC非加入者では17.9%

に対し、加入者では8.1%に留まっている。さらに、退職後資金の準備額は平均で

加入者が783万円、非加入者が469万円と差が開く結果となった。 

 

3. また、投資に対する積極姿勢、投資に対する正しい理解も非加入者と比べて高い。

退職後の資産形成で行っていることを尋ねた設問では、「積極的に資産運用」、

「計画的な貯蓄」の合計比率では、加入者が32.9%、非加入者が20.1%。また、

｢何もしていない｣との回答者の比率は加入者で24.8%、非加入者で43.2%と大き

な差となっている。 

 

4. 総じてDC制度加入者の方が退職準備の進捗度が高く、その潜在性も高いことが

わかった。それゆえにそうした準備が必要とされる低所得層の加入率の低さ、DC

制度自体への理解不足が懸念される。また、女性も総じて同様である。今後、低所

得層および女性へのDC制度の普及が全体の退職準備の引き上げに貢献しよう。 

 

5. DC制度の改善要望点としては、加入者からは手続きの簡素化（35.6%)、中途引き

出し・借り入れ (31.7%)、資産運用の代行 (30.7%)、運用商品の品揃え強化

(28.1%)、掛金の上限引き上げ(22.0%)が20%を超える比率となった。一方、非加

入者からは手続きの簡素化（41.6%)、資産運用の代行(30.3%)、中途引き出し・借

り入れ(27.5%)、加入対象者の拡大(22.2%)が挙げられた。  
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調査概要 
 
1. DC制度加入者の特徴 

• 若年層ほどDCに加入して

いるかどうかを知らない 
 

2. 退職後の生活への不安感 
• DC加入者は退職後の生活

に相対的に前向き 
 
3. 年金制度に対する考え方 

• DC加入者は公的年金につ

いて理解度が高い 
• DC制度への要望は｢手続

きの簡素化｣がトップ。非加

入者からは｢加入対象者の

拡大｣ 
• 低所得層および女性への

DC制度の認知度向上が鍵 
 
4. 退職後の生活資金の準備状況 

• DC加入者は退職後の生活

を高めに見積もり、その準

備も進んでいる 
 

5. 投資に対する考え方 
• DC加入者は投資に積極的 
• 投資しているのは2人にひ

とり。時間分散への理解度

が低い 
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<<調調査査概概要要＞＞  
 

 調査会社： Ipsos日本統計調査株式会社 

 実施時期： 2010年2月5日から15日 

 調査方法： ウェブアンケート調査 

 調査対象： 20-59歳の会社員・公務員等が対象で回収数は1万976人  

自己申告のベースで、DC制度への加入者1,634名、非加入者6,085名、わから

ない3,257名 

 DC加入者、非加入者別の年収分布 

回答者数
３００万円

未満

３００万円
～５００万
円未満

５００万円
～７００万
円未満

７００万円
～１０００
万円未満

１０００万
円～１５０
０万円未満

１５００万
円～２００
０万円未満

２０００万
円以上

わからな
い・答えた

くない
平均

全体 10,976 22.3% 34.8% 19.2% 13.5% 3.9% 0.5% 0.2% 5.5% 493.0
ＤＣ加入者 1,634 7.4% 31.8% 26.1% 21.0% 9.4% 1.1% 0.5% 2.8% 638.7
ＤＣ非加入者(わからないを含む) 9,342 24.9% 35.3% 18.0% 12.2% 2.9% 0.4% 0.2% 6.0% 466.7  

 

 DC加入者、非加入者別の保有資産分布 

回答者数
１００万円

未満

１００万円
～５００万
円未満

５００万円
～１０００
万円未満

１０００万
円～２００
０万円未満

２０００万
円～３００
０万円未満

３０００万
円～５００
０万円未満

５０００万
円以上

わからな
い・答えた

くない
平均

全体 10,976 19.2% 25.6% 15.6% 8.9% 3.9% 2.1% 1.9% 22.7% 861.3
ＤＣ加入者 1,634 12.7% 26.4% 20.7% 14.3% 5.4% 3.5% 3.1% 13.9% 1,121.5
ＤＣ非加入者(わからないを含む) 9,342 20.4% 25.4% 14.8% 8.0% 3.6% 1.9% 1.7% 24.2% 809.6  
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11  DC制度加入者の特徴 
 
 

若年層ほどDCに加入しているかどうかを知らない 
2010年2月に実施したサラリーマン1万人アンケート(会社員、会社役員、公務員など10,976

名から回答*)では、自ら｢確定拠出年金制度(以下DC制度と称する)に加入している｣と申告し

た回答者が1634名、全体の14.9%含まれている。厚生労働省の統計によると、確定拠出年金

制度への加入者数は2009年12月末で339万人、全体の10%に相当することから、今回のアン

ケート結果も、その全体像からそれほど大きく乖離していない。 
(*)サラリーマン1万人アンケートの全体結果については、フィデリティ退職・投資教育研究所｢不安な

のに準備できない～サラリーマン1万人アンケート：4割が“老後難民”予備軍｣(2010年4月)を参照。 

 

まず、DC制度への加入率をまとめてみる。なお、ここで言及する加入率は、自ら｢加入して

いる｣と申告した対象者だけを対象にしており、実際には加入しているのに、それを認識して

いない対象者は｢わからない｣に含まれている可能性に留意する必要がある。まず、DC加入率

14.9%をベースにした男女別の加入率をみると、男性の平均が17.0%、女性の平均が9.8%と

なり、女性の加入率が低いことがわかる。これを会社員だけに限定すると、加入率は16.5%

に高まり(公務員が対象とならないため)、男性の加入率は19.3%、女性はその半分程度の

10.2%である。全体ベースの年齢別にみると､若干年齢が高いほど低めに出る傾向があるが、

これは制度導入からまだ10年弱しかたっていないことと整合性があろう。ただ､若年層ほど

｢わからない｣の比率が高くなっており､本当はDC制度に加入しているのに知らないという人

数が意外に多いのかもしれない。 

 

一方、年収別にみると、やはり年収の低い層ほど加入率が低くなっていることもわかる。 

 

図 1：年齢別、性別、年収別の DC 制度加入率 
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4.9
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35.9
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56.7
55.5
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56.4

53.4
58.9
58.3

46.1

29.7

34.4
28.9

24.6
21.0

45.0
36.2

32.2
30.5

18.3
30.1
29.9

33.8

38.4
30.9

23.6
20.6

10.7
8.9
8.3

46.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=10976)

男性20代(n=1399)
男性30代(n=2160)
男性40代(n=2075)
男性50代(n=2096)
女性20代(n=1065)
女性30代(n=777)
女性40代(n=752)
女性50代(n=652)

会社役員・経営者(n=421)
会社員(n=9424)
公務員(n=1057)

その他(n=74)

300万円未満(n=2445)
300万円～500万円未満(n=3817)
500万円～700万円未満(n=2109)

700万円～1000万円未満(n=1487)
1000万円～1500万円未満(n=429)

1500万円～2000万円未満(n=56)
2000万円以上(n=24)

わからない･答えたくない(n=609)

加入している 加入していない わからない
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22  退職後の生活への不安感 
 

DC加入者は退職後の生活に相対的に前向き 
現在の現役サラリーマン(公務員を含む。以下同様)は、退職後の生活を「のんびり･マイペース」で

過ごしたいと51.7%が考えており、｢いきいき・はつらつ｣の6.4%、｢明るく･楽しい｣の12.6%を加えると、

70.7%が前向きな考え方を持っていることがわかった。これに対して、DC加入者は「のんびり･マイペ

ース」が54.0%、｢いきいき・はつらつ｣が9.4%、｢明るく･楽しい｣が14.3%とそれぞれ全体を若干ずつ

上回り、この3つ合計では77.7%に達している。大差ではないものの、若干、前向き度合いが強いこ

とがわかる。 

 

またDC加入者のうち「自分の退職後は現在の自分の生活より良い生活が送れる」と考えているのは

24.2%で、全体ではわずか18.5%だったことと比べると、DC加入者の方が退職後の生活の準備が

進んでいることを窺わせる。なお、DC加入者は、相対的に所得が高いことを指摘したが、その影響

を取り除くため、年収別にDC加入者と非加入者の「現在の自分の生活より良い生活が送れる」と考

えている比率をみたが、いずれの年収帯でもDC加入者の方が高くなっている。 

 

図 2：退職後の生活イメージ                               

6.4

9.4

5.9

51.7

54.0

51.3

12.6

14.3

12.3

19.3

17.2

19.7

7.4

4.0

7.9

2.7

1.0

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=10976)

ＤＣ加入者(n=1634)

ＤＣ非加入(n=9342)

いきいき・はつらつ（とした生活） のんびり・マイペース（な生活） 明るく・楽しい（生活）

ほそぼそ・質素（な生活） つらく・不安（な生活） いずれも該当しない

 

 

図 3：退職後の自分の生活を今の生活と比べてみると（加入・非加入年収別） 
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17.8

7.6
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19.8
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24.3

28.0

28.4

31.1

31.9

13.3

23.4

31.2

31.7

31.1

27.3

28.7

31.4

31.5

34.2

33.6

24.4

28.6

33.3

27.8

18.3

13.5

19.2

19.0

25.3

16.6

19.7

10.9

14.7

10.0

7.6

20.0

19.3

6.8

4.8

7.2

4.1

8.5

6.6

6.6

4.2

5.0

2.2

3.0

6.7

18.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=10976)

ＤＣ加入者(n=1634)

ＤＣ非加入(n=9342)

３００万円未満／ＤＣ加入者(n=121)

／ＤＣ非加入者(n=2324)

５００万円未満／ＤＣ加入者(n=519)

／ＤＣ非加入者(n=3298)

１０００万円未満／ＤＣ加入者(n=769)

／ＤＣ非加入者(n=2827)

１０００万円以上／ＤＣ加入者(n=180)

／ＤＣ非加入者(n=329)

年収不明／ＤＣ加入者(n=45)

／ＤＣ非加入者(n=564)

良い生活が送れていると思う どちらかと言えば良い生活が送れていると思う

現在と変わらない程度だと思う どちらかと言えば悪くなっていると思う

悪くなっていると思う わからない
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33  年金制度に対する考え方 

 
DC加入者は公的年金について理解度が高い 
次に公的年金への理解度をDC加入者と非加入者で比較してみる。「公的年金を理解していると思

う」との回答は59.2%に達し、非加入者の48.1%を大幅に上回った。年齢別、男女別、年収別に見

てもすべての階層でDC加入者の「公的年金を理解している」との回答率が、非加入者のそれを上回

っている。とはいっても、公的年金に対して｢安心できない｣とする回答は87.6%と決して低いわけで

はない(サラリーマン1万人アンケート全体では89.0%)。また、安心できないとする理由に関しても、

全体と大きな乖離はない。 

 

図 4：公的年金を理解しているか（年齢･性別、年収別、加入･非加入別） 
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さらに、公的年金の受給額に関しても同様にDC加入者の方が熟知度は高いことがわかった。加入

者が｢よく知っている｣(10.8%)、「だいたい知っている｣(49.6%)に対して、非加入者は「よく知ってい

る」(7.3%)、｢だいたい知っている｣(43.3%)で、合計するとほぼ10ポイント近い差がある。ここでも年

収の差による影響が無いかどうか確かめるため、年収別にもクロス分析を行ったが、やはりDC加入

者の方が熟知度は高かった。 

 

図 5：公的年金の給付額を知っていますか(全体と加入･非加入年収別) 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=10976)

ＤＣ加入者(n=1634)

ＤＣ非加入(n=9342)

３００万円未満／ＤＣ加入者(n=121)

／ＤＣ非加入者(n=2324)

５００万円未満／ＤＣ加入者(n=519)

／ＤＣ非加入者(n=3298)

１０００万円未満／ＤＣ加入者(n=769)

／ＤＣ非加入者(n=2827)

１０００万円以上／ＤＣ加入者(n=180)

／ＤＣ非加入者(n=329)

年収不明／ＤＣ加入者(n=45)

／ＤＣ非加入者(n=564)

よく知っている だいたい知っている 知らない

 

 
DC制度への要望は｢手続きの簡素化｣がトップ。非加入者からは｢加入対象者の拡大｣ 
DC制度への理解度、要望点をまとめてみると、まず、DC加入者1,634人のなかで250人がDC制度

を知らないと回答している(15.3%)。DC制度に加入していると自ら申告しているにもかかわらず、そ

の制度を知らないというのは、制度採用企業にとっては制度自身の周知が求められているようだ。一

方、非加入者では32.9%がDC制度を知っており、67.1%が知らないと回答している。 

 

DC制度を知っていると回答した4,458名(DC加入者、非加入者を含む)に対して、DC制度の最も良

い点を挙げてもらった。支持が多かった順に、｢自分の判断で資産運用できる｣(52.2%)、｢自分の老

後資産である｣(14.4%)、｢転職時に持ち運べる｣(12.7%)となり、ダントツで｢自分の判断で資産運用

できる｣点を挙げる理解者が多いことがわかる。これは、加入者、非加入者でほとんど差が無い点か

らも、DCの最大の特徴と考えられていることがわかる。 

 

逆に、改善して欲しい点として挙げた項目では、同じDC制度を知っていると回答した4,458名のな

かでも、加入者と非加入者では大きな違いが出た。DC加入者における順位では、｢手続きの簡素

化｣(35.6%)、「中途引き出し・借り入れ」(31.7%)、「資産運用の代行」(30.7%)、「運用商品の品揃え

強化」(28.1%)、「掛金の上限引き上げ」(22.0%)が20%を超える比率となった。一方、非加入者から 
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は「手続きの簡素化」(41.6%)、「資産運用の代行」(30.3%)、「中途引き出し・借り入れ」(27.5%)、

「加入対象者の拡大」(22.2%)が挙げられた。 

 

良い点として過半数が「自分の判断で運用できる点｣を挙げているにも関わらず、改善点で「資産運

用の代行｣を挙げる点に矛盾が残る。また、DC加入者・非加入者の差異が大きかったものを挙げる

と、DC加入者からの要望が多いという点では、「運用商品の品揃え強化」、「掛金の上限引き上げ」、

非加入者からは「手続きの簡素化」、「加入対象者の拡大」。 

 

図 6：DC 制度の良い点 

Q18.確定拠出年金制度の改善点/確定拠出年金認知者ﾍﾞｰｽ

自分の判断で資産
運用が出来る点

自分自身の老後の
資産である点

転職時等に持ち運
びが出来る点

税制優遇が充実し
ている点

自分の年金資産が
すぐにわかる点

他の企業年金よりも
信頼できると思われ

る点

全体(n=4458) 52.2 14.4 12.7 10.7 7.2 2.8
DC加入者計(n=1384) 52.8 12.5 12.6 12.3 7.4 2.4
DC非加入者計(n=3074) 51.9 15.3 12.8 10.0 7.2 3.0

52.2

14.4 12.7 10.7 7.2 2.8
0%

10%
20%
30%
40%
50%
60% 全体(n=4458)

 

図 7：DC 制度の改善点 

Q18.確定拠出年金制度の改善点/確定拠出年金認知者ﾍﾞｰｽ

手続きを簡単にして
ほしい

本人の代わりに資
産運用をしてくれる
仕組みがあると良い

中途引出しや積立
資産からローンを受
けれる制度など設け

てほしい

色々な運用商品を
入れてほしい

掛金の上限をなくす
かもっと引き上げて

ほしい

企業型の場合に従
業員も拠出できるよ

うにしてほしい

制度の加入対象者
（加入資格）を拡大

してほしい

店頭で色々な手続
き・相談ができると

良い

全体(n=4458) 39.8 30.4 28.8 22.1 18.6 18.0 17.7 16.4
DC加入者計(n=1384) 35.6 30.7 31.7 28.1 22.0 19.1 7.8 13.9
DC非加入者計(n=3074) 41.6 30.3 27.5 19.3 17.1 17.5 22.2 17.6

39.8 30.4 28.8 22.1 18.6 18.0 17.7 16.4

0%
10%
20%
30%
40%
50% 全体(n=4458)

 

 

 

低所得層および女性へのDC制度の認知度向上が鍵 
なお、DC非加入者に対して、DC制度への加入意向を訊いてみた。「加入したい」、「加入を検討

中」をあわせると20.4%。また「加入したくない」は10.8%に留まり、｢わからないのでなんとも言えな

い｣とする人が68.8%を占めている。特に、年収別にみると、低所得層ほど「わからないのでなんとも

言えない｣の比率が高くなっている点は、DC制度の認知度向上にとって今後の大きな課題といえそ

うだ。 
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図 8：DC 制度への加入意向(全体、男女・年齢別、年収別、企業規模別) 

4.6

5.2
5.8
5.0
4.0

2.2
3.3
4.8
5.4

3.2
5.1
5.3
4.8
7.6
10.5

18.8
2.5

3.6
5.0
4.7
4.7
4.8
6.6
8.4
7.3

15.8

18.6
18.3

18.0
16.6

12.4
12.4
10.4
10.1

11.4
16.0

20.3
18.5

24.4
28.9
12.5

9.2

14.6
14.7
17.2
17.7
16.4

19.6
17.7

17.3

10.8

8.4
11.1
12.4
17.3

3.9
6.7
7.9
10.1

6.5
9.4

11.9
17.4

25.1
23.7

31.3
11.3

10.1
9.4

9.2
12.4

11.7
10.8
12.7

14.2

68.8

67.7
64.9
64.7
62.1

81.4
77.6
76.9
74.5

78.8
69.5

62.5
59.3

42.9
36.8
37.5

77.0

71.7
71.0
69.0

65.3
67.0

62.9
61.2
61.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=9342)

男性20代(n=1143)
男性30代(n=1827)
男性40代(n=1672)
男性50代(n=1771)

女性20代(n=948)
女性30代(n=702)
女性40代(n=683)
女性50代(n=596)

年収別　　300万円未満(n=2324)
300万円～500万円未満(n=3298)
500万円～700万円未満(n=1683)

700万円～1000万円未満(n=1144)
1000万円～1500万円未満(n=275)
1500万円～2000万円未満(n=38)

2000万円以上(n=16)
わからない･答えたくない(n=564)

50人未満(n=2846)
50人～100人未満(n=1030)

100人～300人未満(n=1350)
300人～1000人未満(n=1180)
1000人～3000人未満(n=681)
3000人～5000人未満(n=286)

5000人～10000人未満(n=322)
10000人以上(n=626)

加入したい 加入を検討中または検討してみたい 加入したくない よくわからないのでなんとも言えない

 



 

 9  サラリーマン 1 万人アンケート（DC） 

 

   

Fidelity Investor Education Institute
フィデリティ退職・投資教育研究所

 

44  退職後の生活資金の準備状況 

 
DC加入者は退職後の生活費を高めに見積もり、その準備も進んでいる 
DC制度を知っていると回答した人に、「DCと公的年金で退職後に必要な資産は形成できるか」と訊

いた。｢可能になる｣、「やや不足する｣との回答はDC加入者、非加入者の間で大きな差異は無かっ

たが、｢まったく足りない｣とする回答がDC加入者では非加入者を10ポイントほど上回っている。その

分｢わからない｣とする回答が減っており、DC加入者は非加入者に比べて、「理解が進んだ分だけ、

年金だけでは退職後の資金が足りないとわかった」と指摘できよう。 

 

そうした点を背景にしているのか、DC加入者の方が「退職後に公的年金以外に必要となる資産額」

でも高めに考えている。選択肢はレンジを設けたので、そのレンジの中央値を使って全体の平均を

算出してみると、DC加入者は3,340万円、非加入者は2,928万円となった。年代別にみると、加入者

では20代の2,890万円から50代の3,535万円へと徐々に高まっている。ただ、これは男性回答者の

傾向を映したもので、女性は必ずしも高齢ほど高くなってはいない。特に50代女性の平均値は

2,777万円と最も低い。年収別にみると、すべての階層でDC加入者が非加入者を上回っており、年

収の影響がDC加入者と非加入者の差異に影響を与えたとは考えにくい。 

 

次にその資金を現状でどれくらい用意できているかも訊いた。平均で516万円、DC加入者が783万

円、非加入者が469万円となり、「まったく準備できていない(0円)」との回答率は全体で44.3%、加

入者で32.2%、非加入者で46.4%となった。年収が高いほどDCの加入率が高い点を考慮して、ここ

でも年収別に加入者、非加入者の準備額の平均値を計算したが、「低所得層ほどDC加入者の準備

額が非加入者のそれを上回っている」ことが注目できる点だ。低所得者ほどDCへの加入の効果が

大きいように思われる。 
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図 9：退職後の資産として公的年金以外に必要な額は（年齢･性別、年収別、加入･非加入別） 
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0.3

3.4
1.3

1.4
7.1

4.6
2.5
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1.7
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1.1

1.0
0.3
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8.9

17.3
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7.8

7.4
9.5
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15.8
18.4
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17.2

19.2
20.5

23.9
22.5

24.1

23.8
24.9

22.1
17.5

29.1
21.3

20.3
23.2

27.2
25.4

22.1
21.2

26.5
25.9

26.5
19.6

23.6
27.2

23.0

32.4
25.8

27.5
24.6

25.6
29.3

20.3
32.1

23.3
22.8

23.6
23.8

22.2
22.9

20.8
23.2

19.9
22.8

19.4

19.5
22.8

23.1
28.0

14.5
28.0

21.7
16.1

15.7
19.0

21.5
20.8

15.2
18.9

19.9
23.7

7.6
9.3

7.3

7.0
9.3
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9.8

8.5
9.3

14.5
3.6
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7.0

7.5
8.0

7.5
7.4

7.0
8.4
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3.0
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2.0
3.3
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4.6
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3.0
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4.0
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5.1
4.7

4.8
3.2
3.4
4.1

2.8
2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=10976)
DC加入者1634

DC非加入者9342

ＤＣ加入　男性／２０代(n=256)

／３０代(n=333)

／４０代(n=403)

／５０代(n=325)

女性／２０代(n=117)

／３０代(n=75)

／４０代(n=69)

／５０代(n=56)

ＤＣ非加入　男性／２０代(n=1143)

／３０代(n=1827)

／４０代(n=1672)

／５０代(n=1771)

女性／２０代(n=948)

／３０代(n=702)

／４０代(n=683)

／５０代(n=596)

必要ない（公的年金制度だけで充分） １０００万円未満 １０００万円～２０００万円未満

２０００万円～３０００万円未満 ３０００万円～５０００万円未満 ５０００万円～７０００万円未満
７０００万円～１億円未満 １億円以上
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16.0
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10.5
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26.8
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26.8

26.0
5.6

12.5
26.7

20.1
23.7

25.1
26.3

24.0
7.9

6.3
19.0

15.7
21.2

21.8
27.1

26.0
44.4

25.0
15.6

14.8
18.0

20.8
27.4

28.4
31.6

18.8
21.1

9.1
5.8

9.4
10.2

14.9
22.2

0.0
20.0

5.7
6.2

7.7
10.4

12.4
26.3

31.3
8.5

0.8
2.1
1.9

4.1
7.1

5.6
25.0

2.2
1.9
2.8
2.6
3.7

3.6
13.2

6.3
3.4

3.3
3.7
4.0
4.7

8.4
11.1

25.0
13.3

3.7
3.5
3.7
3.6

8.0
5.3

37.5
6.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＤＣ加入　３００万円未満(n=121)
～５００万円未満(n=519)
～７００万円未満(n=426)

～１０００万円未満(n=343)
～１５００万円未満(n=154)
～２０００万円未満(n=18)

２０００万円以上(n=8)
わからない・答えたくない(n=45)

ＤＣ非加入　３００万円未満(n=2324)
～５００万円未満(n=3298)
～７００万円未満(n=1683)

～１０００万円未満(n=1144)
～１５００万円未満(n=275)
～２０００万円未満(n=38)

２０００万円以上(n=16)
わからない・答えたくない(n=564)

必要ない（公的年金制度だけで充分） １０００万円未満 １０００万円～２０００万円未満

２０００万円～３０００万円未満 ３０００万円～５０００万円未満 ５０００万円～７０００万円未満
７０００万円～１億円未満 １億円以上

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 11  サラリーマン 1 万人アンケート（DC） 

 

   

Fidelity Investor Education Institute
フィデリティ退職・投資教育研究所

 

図 10：退職後の生活用として準備している資金は（年収別、加入･非加入別） 
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1.6
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1.4

1.6

1.4

1.3
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2.4

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=10976)

ＤＣ加入者(n=1634)

ＤＣ非加入(n=9342)

３００万円未満／ＤＣ加入者(n=121)

／ＤＣ非加入者(n=2324)

５００万円未満／ＤＣ加入者(n=519)

／ＤＣ非加入者(n=3298)

１０００万円未満／ＤＣ加入者(n=769)

／ＤＣ非加入者(n=2827)

１０００万円以上／ＤＣ加入者(n=180)

／ＤＣ非加入者(n=329)

年収不明／ＤＣ加入者(n=45)

／ＤＣ非加入者(n=564)

０円（まったく準備していない） １００万円未満 １００万円～５００万円未満

５００万円～１０００万円未満 １０００万円～２０００万円未満 ２０００万円～３０００万円未満

３０００万円～５０００万円未満 ５０００万円以上

 
（注）グラフ上1.0％未満の数値は削除してあります。 

 

ちなみに、準備額(図10)を必要額(図9)で割って準備度合いを推計すると、DC加入者は23.4%、非

加入者は16.0%と明らかに準備の度合いも加入者が進んでいることがわかる。 

 

一方、退職後の生活費がどれくらいになると想定しているかでも、DC加入者、非加入者の間で差異

が出ている。DC加入者では「退職前の5割以上」とする比率が41.7%と非加入者のそれ34.3%を上

回り、必要生活費を高めに見ていることが窺われる。それ以上に注目できるのは、｢わからない｣との

回答が加入者では8.1%と非加入者17.9%に比べて大幅に低いこと。DC加入者の方が退職後の生

活にもしっかりとした理解をしている姿が浮かび上がる。 

 

図 11：退職の前後で生活費の水準はどう変化すると思いますか 
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34.1

38.0

33.4

24.0

29.7

23.0

9.4
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9.3

2.0

2.0

2.0

16.4

8.1

17.9
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全体(n=10976)

ＤＣ加入者(n=1634)

ＤＣ非加入(n=9342)

退職前の３割未満の水準になると思う 退職前の５割未満の水準になると思う 退職前の７割未満の水準になると思う

退職前とほとんど変わらないと思う 退職前よりも増えると思う わからない
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55  投資に対する考え方 

 

DC加入者は投資に積極姿勢 
次に、退職後の必要資金額をつくり出すための対策でDC加入者、非加入者を比較してみる。退職

後の資産形成として行っていることは何かを尋ねると、DC非加入者では、43.2%が「何もしていな

い」と答え、36.7%が｢計画的ではないができる範囲で貯蓄している｣としている。意識を持って準備

をしている（「積極的に資産運用をしている」7.2％と「計画的に貯蓄している」12.9％の合計）のは、

20.1％に留まった。これを、DC加入者でみると、｢何もしていない｣との回答が24.8%にまで低下し、

意識を持って準備をしている層が32.9%にまで高まる。DC制度の加入者は、資産形成にもかなり積

極的であることがわかる。なお、年収の影響を取り除く意味で年収別に比較しても、この傾向ははっ

きりと出ている。 

 

図 12：実際に退職後の資産形成として行っていることは何ですか 

8.1

13.3

7.2

13.9

19.6

12.9

37.5

42.4

36.7

40.5

24.8

43.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=10976)

ＤＣ加入者(n=1634)

ＤＣ非加入(n=9342)

積極的に資産運用を行なっている 計画的に貯蓄をしている 計画的ではないができる範囲で貯蓄をしている 特に何もしていない

 
 
ところで、こうした資産形成のために国に期待するサポートは何かを訊いたところ(複数回答)、特徴

的に現れたのが「非課税貯蓄制度の拡充」、「投資優遇税制の継続」、「投資に関する教育の実施」

と投資に関連する要望がDC加入者から大きくでている点だ。ここからもDC加入者が投資に対して

積極姿勢を持っていることが窺える。 

 
図 13：退職後の資金準備のために国に期待するサポートはどれですか(複数解答可) 

Q29.定年退職後の資産形成のために国や政府に期待するｻﾎﾟｰﾄ

雇用の安定
預金金利の
引き上げ
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とした積立に
対する国から

の補助金
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健全性の向

上

投資優遇税
制の継続
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ごとに準備し
ておくべき資
金水準を試
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生前贈与の
税制優遇措
置の拡充

投資に関す
る教育の実

施

他国との社
会保障協定

の拡充
その他

全体(n=10976) 57.4 44.6 33.1 30.5 17.0 16.8 13.8 11.8 9.4 7.4 7.0
DC加入者計(n=1634) 53.1 48.1 34.6 39.7 20.8 25.6 15.4 13.6 14.3 7.6 3.4
DC非加入者計(n=9342) 58.2 44.0 32.8 28.9 16.4 15.3 13.5 11.5 8.5 7.4 7.6

全体に比べて10pt以上高い

全体に比べて5pt以上高い

全体(n=10976)57.4
44.6

33.1 30.5
17.0 16.8 13.8 11.8 9.4 7.4 7.0
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投資しているのは2人にひとり。時間分散への理解度が低いことは大きな課題 
投資に関するリテラシー、投資に対する考え方などでもDC加入者の積極姿勢がみられる。まず、

｢投資という言葉のイメージ｣では、｢前向き｣、｢楽しい｣、｢儲け｣、｢明るい｣、｢リスク｣、｢ギャンブル｣、

｢損失｣、｢怖い｣の8つの言葉から最も適切だと思う言葉をひとつ選んでもらった。結果は、DC加入者、

非加入者ともに｢リスク｣が50％前後と圧倒的なトップとなった。ただ、「前向き｣、「楽しい」、｢もうけ｣、

「明るい」といった前向きな印象を持っている比率が、DC加入者では29.9%、非加入者では21.6%と

なり、全体として、DC加入者が投資を前向きに見ていることが窺える。年収別にDC加入者と非加入

者を比べてみると、低所得者層ほどDC加入者の方が前向きな印象を持っている比率が高くなって

おり、ここでもDC制度は低所得者層に効果があるといえそうだ。 

 

図 14：投資という言葉を聴いて感じるイメージは（加入･非加入、年収別） 

7.3
10.3

6.8

9.8
10.3
9.6

13.6
27.8

37.5
8.9

4.7
6.9
7.1
8.7

15.6
23.7

6.3
4.3

2.1
3.2

1.9

2.1
4.7

3.5
2.6

11.1
12.5

1.0
2.4
1.9
1.5

5.1
5.3

6.3
1.1

12.8
15.4

12.4

14.5
14.8

16.0
18.8

22.2
25.0

11.1

11.2
13.2

12.2
12.6

14.5
13.2

12.5
11.3

0.6
1.0

0.5

1.3
0.7

0.6

5.6

2.2

0.4
0.5

0.4
1.0

0.7

6.3
0.9

50.8
50.2

50.9

52.4
47.7

53.6
47.4

33.3
25.0

46.7

49.8
49.9
54.1

54.3
50.5

42.1
56.3

46.3

14.9
11.9

15.4

11.9
13.4

10.8
11.0

13.3

17.1
15.8

14.7
12.2

7.6
13.2

12.5
19.1

6.2
5.3

6.4

5.4
5.9

4.4
3.9

11.1

7.4
6.2

6.1
5.7

3.6

7.8

5.2
2.6

5.7

2.5
2.6
1.5
2.6

6.7

8.4
5.2
3.4
4.0
2.2
2.6

9.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者全体

ＤＣ加入者

ＤＣ非加入者(わからないを含む)

DC加入者３００万円～５００万円未満

DC加入者５００万円～７００万円未満

DC加入者７００万円～１０００万円未満

DC加入者１０００万円～１５００万円未満

DC加入者１５００万円～２０００万円未満

DC加入者２０００万円以上

DC加入者わからない・答えたくない

DC非加入者３００万円未満

DC非加入者３００万円～５００万円未満

DC非加入者５００万円～７００万円未満

DC非加入者７００万円～１０００万円未満

DC非加入者１０００万円～１５００万円未満

DC非加入者１５００万円～２０００万円未満

DC非加入者２０００万円以上

DC非加入者わからない・答えたくない

前向き 楽しい 儲け 明るい リスク ギャンブル 損失 怖い

 
 

 

結果として、投資を行っているDC加入者は50.2%に達し、非加入者の31.1%を大きく上回っている。

アンケート対象者であるサラリーマン1万人の中で実際投資を行っているのは34.0％、3人にひとりだ

ったが、DC加入者では2人にひとりである。 

 

次に具合的に保有している投資商品を訊いた。DC加入者はほとんどの投資商品で、その保有率が

非加入者を上回っているが、なかでも差異が大きいのは、外国株式、外国債券、日本株投資信託、

外国株投資信託。逆に非加入者の方での比率が高かったのは外貨預金と外国為替証拠金取引の

2つ。毎月分配型投信はほぼ同じで、日本株は若干の差異はあるがともに7割以上の保有率となっ

ている。 
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図 15：現在保有している投資商品は何ですか(すべて記入) 

Q36.現在保有している投資商品/投資しているﾍﾞｰｽ

日本の
株式

日本株に
投資する
投資信託

外国株に
投資する
投資信託

外貨預金
毎月分配
型の投資

信託

外国為替
証拠金取
引（ＦＸ）

日本の
債券

その他の
投資信託

外国の
債券

外国の
株式

不動産 変額年金 その他

全体(n=3727) 73.7 21.8 20.1 19.3 16.5 15.6 12.7 8.6 7.5 7.4 4.5 2.9 4.3
DC加入者計(n=820) 78.4 29.0 26.1 18.9 17.0 14.9 15.7 9.0 11.0 12.6 7.7 4.9 3.4
DC非加入者計(n=2907) 72.3 19.7 18.4 19.5 16.4 15.9 11.9 8.5 6.5 6.0 3.6 2.3 4.6

全体に比べて10pt以上高い

全体に比べて5pt以上高い

全体(n=3727)73.7

21.8 20.1 19.3 16.5 15.6 12.7 8.6 7.5 7.4 4.5 2.9 4.3
0%

10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
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次に2010年末の日経平均予想では、レンジの中央値をとって平均値を算出したが、DC加入者は

10,468円、非加入者は10,049円となった。ここでも年収別に差異を見たが、高年収層ほどその差異

は小さくなっているが、すべての所得階層でDC加入者の平均値が高くなっている。 

 

図 16：2010 年末の日経平均予想（加入･非加入、年収別） 
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全体(n=10976)

ＤＣ加入者(n=1634)

ＤＣ非加入(n=9342)

ＤＣ加入 ３００万円未満(n=121)

～５００万円未満(n=519)

～７００万円未満(n=426)

～１０００万円未満(n=343)

～１５００万円未満(n=154)

～２０００万円未満(n=18)

２０００万円以上(n=8)

わからない・答えたくない(n=45)

6000円未満 6000円以上～8000円未満 8000円以上～10000円未満 10000円以上～12000円未満

12000円以上～14000円未満 14000円以上～16000円未満 16000円以上～18000円未満 18000円以上～20000円未満

20000円以上 興味がないので分からない

 
（注）グラフ上1.0％未満の数値は削除してあります。 

 

最後に、投資に関するリテラシーを訊く設問として、投資教育では最もよく言及する「長期投資」、

「分散投資」、「時間分散」の3つに関して、それぞれ有効であると思うか否かを訊いた。いずれもDC

加入者の方が非加入者よりもそれぞれに有効と見ている比率がかなり高くなっている。ちなみに「長

期投資」では有効と回答する比率が16.3ポイント、「分散投資」では17.5ポイント、｢時間分散｣では

13.4ポイント、それぞれ上回っている。 

 

ところで、DC制度の非常に大きな特徴は、制度として時間分散を可能にすることだが、DC加入者で

さえ、その効果を有効と見ているのは35.4%と全体の3分の1に過ぎない。長期投資の54.6%、分散

投資の61.4%に比べると大きく見劣り、この点の投資教育が求められよう。 
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図 17：｢長期投資｣、｢分散投資｣、｢時間分散｣の認識度 
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｢長期投資｣ 

｢分散投資｣ 

｢時間分散｣ 
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